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要旨

昭和27年に航空法が制定され、運賃規制・参入規制がなされていた国内航空事業であったが、平成8年頃から徐々に規制緩和が始まった。規制緩和の目的は消費者の利益拡大であったが、その利益を享受しているのは規制緩和によって価格競争がおきた路線の消費者だけであると考えられる。そのことを確認し、規制緩和によって消費者の利益はどれだけ確保できたのかを測定することによって規制緩和の影響を評価するのが本研究の目的である。
まず、規制緩和による価格低下が路線別に格差があることを確認するために、規制緩和後のANA、JALの両既存企業の羽田発着の路線で特割1の運賃を羽田からの距離、搭乗率、便数、3つの競争ダミー（既存企業同士の競争、新幹線との競争、新規参入企業との競争）によって回帰をおこなった。結果、ANAでは新幹線との競争があれば約4500円、新規参入企業との競争があれば約2700円、JALでは新幹線との競争があれば約5700円、新規参入企業との競争があれば約3700円分、運賃が安くなることが分かった。よって競争の有無による路線別の価格差が生じていることが分かった。また、既存企業同士の競争では価格競争は起きておらず、カルテルの存在の可能性も明らかになった。
次に、規制緩和の影響による消費者余剰と生産者余剰を推計した。規制緩和により増加した消費者余剰のほうが生産者余剰より大きく規制緩和は社会的余剰を大きくしたといえる。

これらの結果から規制緩和は消費者の利益を拡大したが路線別に格差があり不十分だということができる。政策への提言として、価格競争がどの路線でも起きるように、新規参入企業への経済的補助や羽田空港の発着枠の優遇、既存企業同士の競争の促進を挙げている。
第1章　規制緩和の経緯
まず、国内航空事業における規制緩和がどういったものだったのかを確認する。

第二次世界大戦後、国内航空は昭和27年に運航が再開された。同年に施行された「航空法」は当時幼稚産業だった国内航空産業の保護・育成を目的としており、新規参入や運賃の設定を厳しく規制したが、高度経済成長により国民の所得が増加し航空需要が拡大したことや、アメリカの航空産業の規制撤廃など海外での自由化がすすんだことを受け、消費者の利益拡大を目標とし国内航空産業でも規制緩和がすすんでいった。その経緯を参入規制の緩和と運賃設定の自由化に分けて整理する。
1－1．参入規制の緩和
昭和27年に制定された航空法により、需給を調整するため運航は路線ごとの免許制となっていた。免許制のなかでも徐々に規制緩和がすすめられ、昭和61年には、日本航空（以下JAL）・全日空（以下ANA）・東亜国内航空（のちの日本エアシステム、以下JAS）がそれぞれ担当の事業分野を持つ「45・47体制」を廃止し、一つの路線に複数の航空会社が運航する「ダブル・トリプルトラック化」基準が設定された。
平成9年にはその基準も撤廃され、運輸省は定期運送航空会社の国内幹線への新規参入を認めた。これを受けて平成10年にスカイマークエアラインズ（以下SKY）が羽田－福岡線に、北海道国際航空（以下AIRDO）が羽田－札幌線に就航した。

さらに、平成12年に航空法が改正され、路線ごとの免許制から安全面の審査を中心とした許可制に移行した。

こうした規制緩和を受けて、先に述べたSKY、AIRDOをはじめ、天草航空、フェアリンク（のちのアイベックスエアラインズ）、壱岐国際空港、スカイネットアジア航空、オレンジカーゴ、エアァシェンペクス（のちのエアトランセ）、スターフライヤーなどが順次新規参入したが、大手三社（平成16年以降はJALとJASの合併により二社）による徹底的な価格競争、羽田空港発着枠の堅持などの迎撃に新規参入企業の弱い経営基盤が耐えられず、ANAやJALとの提携を余儀なくされているのが実情である。SKYは近年黒字経営に転換したが、そうした新規参入企業が増えることが望まれる。
1－2．運賃設定の自由化
運賃設定は昭和27年制定の航空法により総括原価方式に基づく認可制となっており、平成2年に南北格差の是正のため同一距離が同一賃金となる標準原価方式での認可制に改められた。
平成6年には5割以内の営業政策的割引運賃等については届出制となり、平成8年には幅運賃制が導入された。幅運賃制により、国内航空運賃に標準原価を上限とし上限から２５％の範囲内で各航空会社は自由な運賃設定ができるようになり、「同一距離・同一賃金」の原則は廃止された。
さらに平成12年の航空法改正で、認可制から事前届出制となり、各航空会社が自由に多様な運賃を設定できるようになった。国土交通大臣はこの運賃設定に対して、消費者の利益を守るため特定の利用者を差別するような運賃、独占路線での極めて高額な運賃、競合路線における略奪的な運賃の設定に関しては変更命令を出すことができる決まりになっているが、いまだ発動されたことはない。

この自由化に伴い、多様な割引運賃が誕生した。平成7年に導入された事前購入割引、平成8年に導入された特定便割引など、航空会社が各路線に適当な航空機を割り当てが可能になることによるコスト削減のメリットを還元したものや、インターネット割引、チケットレス割引など社会環境の変化にも応じたものもある。
第2章　路線別航空運賃の分析

　第1章で詳しく述べた規制緩和の動きによって、航空運賃が自由に決定でき、新規参入のハードルがかなり低くなっていることが分かる。こうした規制緩和の背景には、価格競争によって市場を活性化させ、旅客の利益を拡大しようという意図があったことは先にも述べたとおりである。しかし、どの路線でも競争が起きているわけではなく、独占路線では独占的な利潤が継続的に発生していると考えられる。つまり、路線別で旅客の利益拡大に差があり、公共の乗り物としては不平等なものとなっている可能性がある。回帰分析モデルを用いてその可能性を確認する。
2－1．規制緩和前の運賃の決定モデル
規制緩和以前は、総括原価方式ないしは標準原価方式で運賃が決定されていたことから、運賃はほぼ飛行距離によって決定されたと考えられる。つまり、他航空会社との競争の有無や新幹線との競争の有無は運賃決定に影響を及ぼしていないと考えられる。

　そこで、手に入る最も古いデータであった昭和63年6月の普通運賃を被説明変数とし、説明変数には、〔羽田からの距離〕〔搭乗率〕〔便数〕、〔既存企業との競争ダミー〕〔新幹線との競争ダミー〕〔新規参入企業との競争ダミー〕を用いて羽田発着のANA22路線で重回帰分析を行った。ただし、新規参入競争ダミーは平成18年の時点での新規参入の有無を利用する。また、沖縄や離島への路線は補助金などの影響が強いため分析に用いるこの22路線には含めていない。
その結果は以下の通りである。
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(i：路線、
[image: image2.wmf]P

：普通運賃、
[image: image3.wmf]D

：羽田からの距離、
[image: image4.wmf]r

：搭乗率、
[image: image5.wmf]N

：便数、
[image: image6.wmf]DM

：既存企業競争ダミー、
[image: image7.wmf]DS

：新幹線競争ダミー、
[image: image8.wmf]DN

：新規参入企業競争ダミー、括弧内はp値である。補正済み決定係数は0.9054)
結果から、ダミーが95％有意水準によって棄却されているため、有効でないといえる。
一方で、距離は非常に有効に運賃を説明している。運賃と距離とをプロットしてみると明らかである（図1）。JALはこの時点でほぼ幹線しか飛んでおらずデータが不十分のためここでは検証しなかった。
[image: image9.emf]図1　昭和63年運賃と距離の関係
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なお、平成2年の標準原価方式となって以降は、よりはっきりと運賃と距離の関係が現れる（図2）。
[image: image10.emf]図2　平成6年　運賃と距離の関係
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2－2．規制緩和後の運賃の決定モデル

　前項と同様に、規制緩和後の平成18年6月の運賃に関して重回帰分析をおこなう。規制緩和後は多くの割引運賃があり、本来ならばどの割引運賃をどれだけの旅客が利用したかというデータを利用する必要がある。しかし、そうしたデータは一切公表されていない。そのため、本研究では多くの旅客が最も利用しやすく割引率も大きい「特割1」の平均運賃を被説明変数として用いる運賃として利用することとする。「特割1」は搭乗日前日まで利用できる割引で、平成18年の時点ではほぼ全便に適用されている。ただし、「特割1」は同一路線でも便が違うと割引率が異なることがあるため、便別の旅客数で加重平均するのが正確だと考えられるが、そのデータも得ることができないため、単純な平均をとった。
　以上の通り被説明変数の運賃を「特割1」の平均運賃とし、説明変数に経費を示す〔羽田からの距離〕〔旅客数〕〔便数〕、競争の有無を表す〔大手航空会社競争ダミー〕〔新規参入競争ダミー〕〔新幹線ダミー〕を用いて規制緩和前のモデルと同じように重回帰分析をおこなった。

その結果は以下の通りである。

ANA　
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（補正済み決定係数0.8373、観測数22（昭和63年のモデルで用いた路線と同じ路線））
JAL
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（補正済み決定係数0.8929、観測数21（沖縄、離島を除く、規制緩和以前からあった空港への羽田発着路線））
　
この結果から、

①ANAもJALも競争のある路線ほど運賃が安い

②ANAもJALも大手同士の競争の有無は影響していない

③便数が多いほど運賃が安い
ということが分かる。

①は、規制緩和前はダミーが有効でなかったことから、規制緩和の効果といえる。規制緩和によって参入が起こったことでその路線の運賃は安くなっている。このことは、距離、便数、搭乗率が同一の路線であっても、競争の有無だけで運賃に差が出るということも意味する。また、一人搭乗するためにかかる費用というデータは存在しないが、大まかに考えれば、距離が運航費・整備費、便数が地上支援費・ハンドリング費、搭乗率が機内サービス費・予約費などの代理変数とすることができ、これは一般管理費や減価償却費を除く一人あたり費用のほぼ全てを説明していることになる。よって、その路線で運航し旅客を運ぶ費用が一緒であっても、新幹線や新規参入企業との競争がなければ運賃に企業側の利益が上乗せされているということが分かる。
②は規制緩和前から同じで、既存企業同士の競争は価格競争につながっていないということである。これはカルテルに近い状況が起きている可能性があるということを示していると考えられる。
③は便数の多さに関わらず空港維持費や地上乗務員は同じだけ必要なので、便数が多いほど単位あたり費用は逓減するからだと考えられる。
また、同様の方法により幹線を除いた路線で回帰分析したとき、
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（補正済み決定係数0.8603、観測数19）

JAL
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（補正済み決定係数0.9216、観測数18）
と、より有意な結果が現れた。

これは、幹線には他の特別な割引運賃（例えばANAの羽田－千歳間の星空切符など）があり特割運賃の利用者が相対的に少ないため価格を下げていないという可能性が考えられる。

　また、同様の有意な結果が規制緩和以降のどの年でも、さらには別の月でも確認することができた。

　

2－3．モデルからの考察

　回帰分析の結果から、規制緩和によって新規航空会社の参入があり価格競争が起きた結果運賃が安くなっている路線に比べ、新規参入がない路線ではANAで約2600円、JALで約2800円相対的に運賃が高くなっていることが分かった。さらに新幹線との競合がなければ、ANAでプラス約4500円、JALでプラス約5000円も高くなる。規制緩和の恩恵を受けているのは競争のある路線のみであり、独占路線や大手二社の寡占路線では最大7000円ほども運賃が上乗せされていることになっている。

第3章　余剰分析

　第2章で導出した回帰分析の結果をもとに、規制緩和によって旅客＝消費者はどれだけの便益を獲得したのか分析する。

　以下では幹線（札幌、福岡、沖縄、大阪）は分析の対象に入れない。先に述べたように幹線は他の割引の影響があり、うまく結果を反映させないことが懸念されるし、ローカル線同士という条件をそろえたほうがより分析として適当と考えるからである。
3－1．消費者余剰への影響

　規制緩和によって起こった価格競争で運賃が下がったことは回帰分析の結果から確認できたので、各路線で規制緩和がなく価格競争が起こらなかった場合の運賃を推定することができる。その推定運賃と実際の運賃を比較することで規制緩和による消費者余剰の増加分を考察する。新規参入会社や新幹線との競合がある路線での消費者余剰の増加分はそうでない路線の消費者余剰との差であるから、その格差を測ることができる（図3）。

[image: image15]
3－1－1．消費者余剰の測定方法

　まず、消費者余剰を推計するためには、需要の価格弾力性を把握しそれによって規制緩和がなかった場合の運賃での需要量を計算する必要がある。しかし、需要の価格弾力性を正確に把握することはほぼ不可能である。そうしたデータの制約上、以下の2つを仮定することとする。

ⅰ）需要の価格弾力性（需要曲線の傾き）は短期間（1年）では大きな変化はない
ⅱ）需要曲線は直線で近似できる

こうした仮定を置くことはそれほど無理があることではないと考える。というのも、劇的な交通網の変化（リニアモーターカーの登場や新幹線の延伸など）や所得の激しい増減がない限り弾力性が短期間に変化するとは考えにくいし、需要曲線はたとえ曲線であったとしても細かく分割すれば直線に近似することは可能であるからである。

　
　
次に、その仮定をもとに、2006年6月と2007年6月の、運賃と一便あたりの旅客数のANAのデータを用いて需要曲線の傾きを求める。

　その結果は以下の通りである。


[image: image16.emf]競合のある路線 需要曲線の傾き

函館（新規参入） -120.585966

秋田（新幹線） -170.3445683

岡山（新幹線） -179.1115312

広島（新幹線） 80.97163228

山口宇部（新幹線） -2038.893468

熊本（新規参入） -2585.218477

長崎（新規参入） -330.984322

宮崎（新規参入） -1494.232476

（地名は目的地、括弧内は競合相手）
広島の需要曲線の傾きが正であるのは、2006年から2007年にかけて、国民総所得が1，2％増、各都道府県合計の一人当たり県民所得が0.7％増という数字であるのに対して、一人当たり県民所得が４％増という高い数値になっており、所得効果を入れない準線形の効用関数の仮定に限界があると思われる。
また、JALのデータを用いると以下の通りになる。

[image: image17.emf]競合のある路線 需要曲線の傾き

旭川（新規参入） 63.70544108

函館（新規参入） -271.8176111

秋田（新幹線） -195.0626543

岡山（新幹線） 235.2926336

広島（新幹線） 143.2479839

山口宇部（新幹線） -183.1498345

熊本（新規参入） -65.17562966

長崎（新規参入） -113.7511455

宮崎（新規参入） -256.7390241


　岡山の需要曲線の傾きが正であるのは、2007年6月の運賃がANAより安かったことが上げられる。広島のそれはANAと同じであろう。旭川は旭山動物園の来場者数増加が影響を与えていると考えられる。

よって、以下の分析では、広島、岡山、旭川の路線は運賃によらず需要が一定、つまり需要曲線が垂直であることを仮定する。
3－1－2．消費者余剰の計算
　3－1－1の結果から、2006年から2007年の需要曲線の傾きが分かったので、その傾きを利用して、規制緩和がなかった場合の運賃での旅客数を推計する。ANAの場合、もし規制緩和がなければ、上記の広島を除く7路線は、新幹線と競合している路線では約5000円、新規参入航空会社と競合している路線では約2880円運賃が高くなるので、そのときの運賃と旅客数は以下のようになり、規制緩和によって増加した消費者余剰は図4のようになる。
図4　規制緩和による消費者余剰の増加（ANA）

[image: image18.emf]路線 P1(円） Q1（人/便）P2（円） Q2（人/便）増加した消費者余剰

（円、１便あたり）

函館 26590 209 22990 307 928800

秋田 18970 145 14520 173 707550

岡山 18550 169 14100 197 814350

広島 22010 248 17010 248 1240000

山口宇部 23700 161 19250 164 723125

熊本 27500 158 23900 159 570600

長崎 30500 172 26900 180 633600

宮崎 27500 148 23900 150 536400

合計 6154425


（括弧内は単位）
一方JALの場合、もし規制緩和がなければ、新幹線と競合している路線では約5700円、新規参入航空会社と競合している場合では約3700円高くなるので、結果は図5のようになる。

図5　規制緩和による消費者余剰の増加（JAL）

[image: image19.emf]路線 P1（円） Q1（人/便）P2（円） Q2（人/便）増加した消費者余剰

（円、一便あたり）

旭川 32600 186 28900 186 688200

函館 26350 252 22650 266 958300

秋田 20070 132 14370 161 835050

岡山 19340 105 13640 105 598500

広島 22610 155 16910 155 883500

山口宇部 23020 60 17320 91 430350

熊本 27600 110 23900 167 512450

長崎 30600 107 26900 139 455100

宮崎 27600 79 23900 93 318200


（括弧内は単位）
このことから、規制緩和によって、ANAの羽田発着のローカル線で一便あたり約610万円の、JALの羽田発着のローカル線では一便あたり約570万円の消費者余剰の増加が発生しているということがわかる。
3－2．生産者余剰への影響
生産者余剰は（一人当たり粗利益－一人当たり費用）×旅客数で求めることができる。今、運賃が一人当たり粗利益であり、その運賃は距離と便数と搭乗率で説明できる一人当たり費用に利益を上乗せし価格競争次第で下げるという構造になっていることから、また、一般的に損益分岐点といわれる搭乗率60％をどの路線も達成していることから、供給曲線は図6のように位置すると考えられる。
　図
6　生産者余剰の図示


・S：供給曲線
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・P1、Q1は価格競争がおきていないことを仮定した場合の推定価格と推定需要量（一便あたり）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・P2、Q2は価格競争がおきている路線における実際の価格と需要量（一便あたり）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　黒い部分の面積－青い部分の面積が規制緩和による生産者余剰の減少分である。
　
この面積を正確に求めるためには、費用関数（限界費用）を知ることが必要になるが、今路線別の費用データが手に入れることができないため限界費用を求めるのは非常に困難である。そのため、Q1とQ2の差が小さいこともあるので、まず考慮せず考える。
ここで、黒い部分の面積は、消費者余剰のところで導いたデータで導出できる。
ANAの場合


[image: image20.emf]路線 P1-P2（円） Q1（人/便） 黒い部分の面積（円）

函館 2880 209 601920

秋田 5000 145 725000

岡山 5000 169 845000

広島 5000 248 1240000

山口宇部 5000 161 805000

熊本 2880 158 455040

長崎 2880 172 495360

宮崎 2880 148 426240

合計 5593560


（括弧内は単位）

JALの場合


[image: image21.emf]路線 P1-P2（円） Q1（人/便） 黒い部分の面積（円）

旭川 3700 186 688200

函館 3700 252 932400

秋田 5700 132 752400

岡山 5700 105 598500

広島 5700 155 883500

山口宇部 5700 60 342000

熊本 3700 110 407000

長崎 3700 107 395900

宮崎 3700 79 292300

合計 5292200


（括弧内は単位）

つまり、規制緩和による生産者余剰への影響は、ANAが最大で一便あたり約560万円、JALは最大で一便あたり約530万円の生産者余剰が減少したということが分かる。

　これは、規制緩和による消費者余剰の増加を下回るので、社会全体として余剰が大きくなったといえる。規制緩和は確実に社会的余剰を大きくしているが、その恩恵は新幹線や新規参入企業との競争がおきている路線の利用者のみが享受しているのである。
第4章　まとめと提言
　ANA、JALの両既存企業の羽田発着路線の「特割1」の運賃に関して、規制緩和の影響と考えられる価格競争がどういう路線で起きているのかを確認し、それによって生じた社会的余剰を測定することで規制緩和政策の影響の分析をおこなってきた。
これまでの議論から、規制緩和によって、新幹線と競合している路線や新規参入で同業他社の競合が起きた路線においては社会的余剰が増加したが、そうでない路線では規制緩和の恩恵を受けておらず価格が高止まりしているということが確認できた。これは、路線別格差といえる。ANA、JALの両既存企業は新規参入企業や新幹線と価格競争をおこなう路線では価格を下げシェアを維持することによって利潤を確保しているが、価格競争をしなくてよい路線では価格を下げるインセンティブはないため、独占路線では価格が高止まりしてしまうというのは市場の働きからいえば当然の結果といえる。よって、この路線別格差をなくすためには、どの路線にも価格競争が生まれなければならない。そのためには、新規参入企業の経営を支えるような補助、羽田発着枠の割り当ての優遇などが政策的になされる必要がある。ただし、政策の策定・実行にあたっては市場の役割をゆがめないよう留意しなければならない。
そして、既存企業同士の価格競争を促進させることが困難であるが重要な課題であると考えられる。今回の運賃決定モデルから、既存企業同士の競争が運賃に影響を与えない、カルテルが疑われる状況が起きていることが明らかになった。独占路線は離島など特殊な路線を除けば鳥取や徳島などわずかな路線しかなく、ANAとJALの両既存企業が運航している路線のほうが多い。そのため、その路線に新規参入企業があらわれなくとも、既存企業同士によって価格競争が起きればより多くの路線で消費者余剰が増加することとなると考えられる。
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図3　消費者余剰の図示





・D：需要曲線


・P1、Q1は価格競争がおきていないことを仮定した場合の推定価格と推定需要量（一便あたり旅客数）


・P2、Q2は価格競争がおきている路線における実際の価格と需要量（一便あたり旅客数）





青い部分の面積が規制緩和によって増加した消費者余剰である。
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